
富山県砺波市下中３番地３ 

87 期貸借対照表・損益計算書 日本製麻株式会社 
取締役社長 中本 広太郎 

 
貸 借 対 照 表
 

 

(平成27年３月31日現在) 
(単位：千円) 

 

科    目 金   額 科    目 金   額 
資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 1,036,837 流 動 負 債 903,221 
現 金 及 び 預 金 231,349 支 払 手 形 281,883 
受 取 手 形 32,290 買 掛 金 129,482 
売 掛 金 504,623 短 期 借 入 金 120,000 
商 品 及 び 製 品 172,255 １年内償還予定の社債 6,000 
仕 掛 品 12,799 １ 年 内 返 済 予 定 の

長 期 借 入 金
176,320 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 34,830 未 払 金 80,637 
繰 延 税 金 資 産 11,219 未 払 費 用 31,733 
未 収 入 金 30,125 未 払 法 人 税 等 8,384 
そ の 他 8,650 未 払 消 費 税 等 30,026 
貸 倒 引 当 金 △1,307 賞 与 引 当 金 10,400 

固 定 資 産 1,109,350 そ の 他 28,353 
有形固定資産 787,940 固 定 負 債 621,451 
建 物 234,721 社 債 132,000 
構 築 物 26,732 長 期 借 入 金 428,990 
機 械 装 置 47,776 リ ー ス 債 務 32,818 
車 両 運 搬 具 0 退 職 給 付 引 当 金 22,792 
工 具 器 具 備 品 4,113 長 期 預 り 保 証 金 4,850 
土 地 464,898 負 債 合 計 1,524,672 
リ ー ス 資 産 9,698 純 資 産 の 部 

無形固定資産 48,667 株 主 資 本 617,344 
リ ー ス 資 産 46,349 資 本 金 1,836,660 
そ の 他 2,317 資 本 剰 余 金 17,380 

投資その他の資産 272,741 資 本 準 備 金 17,380 
投 資 有 価 証 券 159,151 利 益 剰 余 金 △1,231,761 
関 係 会 社 株 式 72,093 利 益 準 備 金 84,200 
差 入 保 証 金 20,850 そ の 他 利 益 剰 余 金 △1,315,961 
繰 延 税 金 資 産 9,155 繰 越 利 益 剰 余 金 △1,315,961 
そ の 他 89,619 自 己 株 式 △4,934 
貸 倒 引 当 金 △78,128 評価・換算差額等 4,170 

  その他有価証
券評価差額金 

4,170 

  純 資 産 合 計 621,514 

資 産 合 計 2,146,187 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,146,187 
 

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 
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日本製麻株式会社 
 

損 益 計 算 書
 

 

(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 
(単位：千円) 

 

科         目 金         額 

売 上 高  2,864,508 

売 上 原 価  2,246,626 

売 上 総 利 益  617,882 

販売費及び一般管理費  613,308 

営 業 利 益  4,573 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 36,737  

雑 収 入 2,563 39,301 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 12,277  

社 債 利 息 1,580  

受 取 手 形 売 却 損 1,712  

為 替 差 損 243  

雑 損 失 10,639 26,453 

経 常 利 益  17,421 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 42,811 42,811 

税 引 前 当 期 純 利 益  60,233 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 13,801  

法 人 税 等 調 整 額 38,073 51,875 

当 期 純 利 益  8,358 
 

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書
 

 

(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 
(単位：千円) 

 

 

株   主   資   本 

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資本準備金
資本剰余金
合   計

利益準備金 

その他利益 
剰 余 金 

繰 越 利 益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 1,836,660 17,380 17,380 84,200 △1,324,320 

当 期 変 動 額   

当 期 純 利 益  8,358 

自 己 株 式 の 取 得   

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額（純 額) 

  

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 8,358 

当 期 末 残 高 1,836,660 17,380 17,380 84,200 △1,315,961 

 

 
 

 

株   主   資   本 評価・換算差額等 

純資産合計利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本
合   計

そ の 他 有
価 証 券
評価差額金

評価・換算 
差額等合計 利益剰余金

合   計

当 期 首 残 高 △1,240,120 △4,730 609,189 △14,655 △14,655 594,534 

当 期 変 動 額   

当 期 純 利 益 8,358 8,358  8,358 

自 己 株 式 の 取 得 △203 △203  △203 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額（純 額) 

18,825 18,825 18,825 

当 期 変 動 額 合 計 8,358 △203 8,154 18,825 18,825 26,980 

当 期 末 残 高 △1,231,761 △4,934 617,344 4,170 4,170 621,514 
 

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 
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個別注記表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券の評価基準および評価方法 

 子 会 社 株 式 移動平均法による原価法 

 その他有価証券  

 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 移動平均法による原価法 

(2) デリバティブ等の評価基準および評価方法 

 デリバティブ 時価法 

(3) たな卸資産の評価基準および評価方法 

  商品、製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 移動平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

 食品工場、不動産開発事業用の 

有形固定資産（リース資産を除く） 
定額法 

 上記以外の有形固定資産 

（リース資産を除く） 
定率法 

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終

了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

 無形固定資産 (リース資産を除く) 定額法 

 リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リースに係る資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

長期前払費用 定額法 

３．繰延資産の処理方法 

社債発行費 

支払時に全額費用として計上しております。 

４．外貨建の資産および負債

の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。 

なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権

債務については、当該為替予約等の円貨額に換算しております。
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５．引当金の計上基準  

 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れの損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、当期に負担すべき支給

見込額を計上しております。 

 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務見込

額に基づき計上しております。退職給付引当金および退職給付費用

の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と

する方法を用いた簡便法を適用しております。 

６．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たし

ている為替予約については振当処理を適用しております。 

 ヘッジ手段とヘッジ

対 象 

外貨建取引の為替変動リスクを回避するため、先物為替予約取引（主

として包括予約）を行っております。 

 ヘ ッ ジ 方 針 外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避するために、外貨建買掛

金および成約高の範囲内で為替予約取引を行うこととし、投機目的

のための取引は行わない方針であります。 

 ヘッジ有効性評価の

方 法 

ヘッジの有効性については、ヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累

計とを比較し、両者の変動額の累計を基礎に評価しております。 

７．消費税等の処理方法 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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貸借対照表に関する注記 

１．担保提供資産 

担保に供している資産は次の通りであります。 

財団を組成して担保に供している資産 建 物 ・ 構 築 物 261,420千円

 機 械 装 置 47,776千円

 土 地 451,940千円

 計 761,136千円

その他担保に供している資産 投 資 有 価 証 券 134,707千円

 土 地 12,958千円

 計 147,665千円

担保対応債務は次の通りであります。 

 短 期 借 入 金 120,000千円

 長 期 借 入 金 

(１年内返済予定分を含む)
88,924千円

 計 208,924千円

２．有形固定資産の減価償却累計額  1,704,333千円

３．受取手形割引高  67,181千円

４．関係会社に対する金銭債権および金銭債務 短 期 金 銭 債 権 7,134千円

 短 期 金 銭 債 務 121,092千円

 

損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 営業取引高 

 売上高 45,611千円

 仕入高 414,357千円

 その他の営業取引高 771千円

 営業取引以外の取引高 32,818千円

２．当事業年度の固定資産売却益は、土地の売却によるものであります。 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類および株式数 （普通株式） 60千株
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税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

(流動の部) 

 繰 延 税 金 資 産  

 賞 与 引 当 金 3,411千円

 未 払 費 用 4,889千円

 そ の 他 2,918千円

 計  11,219千円
   

(固定の部) 

 繰 延 税 金 資 産  

 貸 倒 引 当 金 24,324千円

 ゴ ル フ 会 員 権 等 4,216千円

 減 損 損 失 42,478千円

 退 職 給 付 引 当 金 7,316千円

 投資有価証券評価損 9,487千円

 その他有価証券評価

差 額 金

 4,406千円

 繰 越 欠 損 金 193,065千円

 小 計  285,295千円

 評 価 性 引 当 額 △276,139千円

 計  9,155千円
   

  

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正 

所得税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第9号）および地方税法等の一部を改正

する法律」（平成27年法律第2号）が平成27年3月31日に公布され、平成27年４月１日以後に

開始する事業年度から法人税率等の引下げ等がおこなわれることとなりました。これに伴い、

当事業年度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

35.4%から平成27年４月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については

32.8%に、平成28年４月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については

32.1%にそれぞれ変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が1,815千円減少

し、当事業年度に計上される法人税等調整額が同額増加しております。 
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関連当事者との取引に関する注記 

１．子会社および関連会社等 
 

種類 会社等の名称
議決権等の所有 
(被所有)割合 

関連当事者
との関係

取引内容 
取引金額
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

子会社 

サハキットウ
ィサーンカン
パニーリミテ
ッド 

99.9％ 
(注)２ 

役員の兼任
２名 

自動車マットの仕入
（注）３ 

414,357

支払手形 117,718

買掛金 333

 

(注) １．関連当事者との取引に記載した金額のうち、取引金額は消費税を含まず、期末残高は消費税等を含んで表

示しております。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

議決権比率は緊密な者等の所有割合51.1％を含めて記載しております。 

３．価格等の取引条件は、市場の実勢価格等を参考にして、その都度交渉のうえで決定しております。 

 

２．役員および個人主要株主等 
 

属性 氏名 
事業の内容 
又は職業 

議決権等の
被所有割合

(％) 
関連当事者との関係 取引の内容

取引金額 
(千円)

科目 
期末残高
(千円) 

役員 中本広太郎 
当社 
代表取締役 

直接 1.75
当社の借入金に対し債務
保証を受けております。

被債務保証
(注)２ 

141,866 ― ―

 

(注) １．関連当事者との取引に記載した金額のうち、取引金額は消費税を含まず、期末残高は消費税等を含んで表

示しております。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

代表取締役社長中本広太郎より株式会社北陸銀行73,568千円、日新信用金庫36,100千円、株式会社富山銀

行12,198千円、みなと銀行20,000千円の借入金に対し債務保証を受けております。 

なお、当社は当該債務保証について保証料の支払および担保提供を行っておりません。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 16円95銭

１株当たり当期純利益 0円23銭

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当する事項はありません。 
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富山県砺波市下中３番地３ 

（ご参考）  
日本製麻株式会社 

取締役社長 中本 広太郎 

 

連 結 貸 借 対 照 表
 

 

(平成27年３月31日現在) 
(単位：千円) 

 

科    目 金   額 科    目 金   額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 1,979,068 流 動 負 債 1,045,846 

現 金 及 び 預 金 297,287 支払手形及び買掛金 500,459 

受取手形及び売掛金 720,592 短 期 借 入 金 120,000 

た な 卸 資 産 885,589 １年内償還予定の社債 6,000 

繰 延 税 金 資 産 27,431 １ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

176,320 

そ の 他 50,662 未 払 法 人 税 等 20,230 

貸 倒 引 当 金 △2,496 賞 与 引 当 金 10,400 

固 定 資 産 1,890,545 そ の 他 212,436 

有形固定資産 1,278,504 固 定 負 債 793,302 

建 物 及 び 構 築 物 310,132 社 債 132,000 

機械装置及び運搬具 117,130 長 期 借 入 金 428,990 

土 地 816,877 リ ー ス 債 務 32,818 

リ ー ス 資 産 9,698 繰 延 税 金 負 債 56,501 

建 設 仮 勘 定 11,118 退職給付に係る負債 138,143 

そ の 他 13,547 長 期 預 り 保 証 金 4,850 

無形固定資産 54,581 負 債 合 計 1,839,148 

リ ー ス 資 産 46,349 純 資 産 の 部 

そ の 他 8,231 株 主 資 本 1,108,698 

投資その他の資産 557,459 資 本 金 1,836,660 

投 資 有 価 証 券 420,859 資 本 剰 余 金 17,380 

長 期 貸 付 金 80,466 利 益 剰 余 金 △740,408 

繰 延 税 金 資 産 23,458 自 己 株 式 △4,934 

そ の 他 110,803 その他の包括利益累計額 129,029 

貸 倒 引 当 金 △78,128 そ の 他 有 価 証 券 
評 価 差 額 金 

4,170 

  為替換算調整勘定 124,859 

  少数株主持分 792,736 

  純 資 産 合 計 2,030,464 

資 産 合 計 3,869,613 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,869,613 
 

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 
  

－ 9 －



連 結 損 益 計 算 書
 

 

(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 
(単位：千円) 

 

科         目 金         額 

売 上 高  4,357,265 

売 上 原 価  3,477,481 

売 上 総 利 益  879,783 

販売費及び一般管理費  764,339 

営 業 利 益  115,444 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9,848  

為 替 差 益 12,264  

雑 収 入 2,973 25,087 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 13,885  

雑 損 失 12,358 26,244 

経 常 利 益  114,286 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 42,811  

負 の の れ ん 発 生 益 6,143 48,955 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  163,242 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 34,935  

法 人 税 等 調 整 額 53,812 88,748 

少数株主損益調整前当期純利益  74,493 

少 数 株 主 利 益  56,015 

当 期 純 利 益  18,478 
 

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書
 

 

(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 
(単位：千円) 

 

 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 
株 主 資 本
合 計 

当 期 首 残 高 1,836,660 17,380 △758,886 △4,730 1,090,423 

当 期 変 動 額   

当 期 純 利 益 18,478  18,478 

自 己 株 式 の 取 得 △203 △203 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純 額） 

  

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 18,478 △203 18,274 

当 期 末 残 高 1,836,660 17,380 △740,408 △4,934 1,108,698 

 

 

 
 

 

その他の包括利益累計額 
少 数 株 主 
持 分 

純資産合計 その他有価
証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包
括利益累計
額 合 計

当 期 首 残 高 △14,655 29,157 14,501 695,518 1,800,443 

当 期 変 動 額   

当 期 純 利 益  18,478 

自 己 株 式 の 取 得  △203 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純 額） 

18,825 95,702 114,527 97,218 211,746 

当 期 変 動 額 合 計 18,825 95,702 114,527 97,218 230,020 

当 期 末 残 高 4,170 124,859 129,029 792,736 2,030,464 
 

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 
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連結注記表
 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等 

１．連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社…………２社 

サハキット ウィサーン カンパニー リミテッド 

サハキット ウィサーン ジャパン株式会社 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社であるサハキット ウィサーン カンパニー リミテッドおよびサハキット 

ウィサーン ジャパン㈱の決算日は12月31日であり、連結決算日との差は３ヶ月以内であ

るため、当該連結子会社の事業年度に係る財務諸表を基礎として連結を行っております。

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っており

ます。 

３．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

①有価証券  

その他有価証券  

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

②デリバティブ 時価法 

③たな卸資産 主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

(リース資産を除く) 

主として定額法 

また、当社において平成19年３月31日以前に取得したものに

ついては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によっております。 

②無形固定資産 

(リース資産を除く) 

定額法 

③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法に

よっております。 
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(3) 繰延資産の処理方法 
社債発行費 
支払時に全額費用として計上しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 
貸倒引当金 
債権の貸倒れの損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。また、在外子会社は個別の債権の回収可能性を検討して計上しております。 

賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与に充てるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額
を計上しております。 

(5) 退職給付に係る負債の計上基準 
当社および連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付
に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してお
ります。 

(6) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。なお、在外子会社の資産および負債は、在外子会社の決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および少数株主持分に含めて計上
しております。 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を

満たしている為替予約については振当処理を適用しておりま
す。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 外貨建取引の為替変動リスクを回避するため、先物為替予約
取引（主として包括予約）を行っております。 

ヘッジ方針 外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避するために、外貨
建買掛金および成約高の範囲内で為替予約取引を行うことと
し、投機目的のための取引は行わない方針であります。 

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジの有効性については、ヘッジ開始時から有効性判定時
点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動またはキャッ
シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャ
ッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額の累計
を基礎に評価しております。 

(8) 消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。   
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連結貸借対照表に関する注記 

１．担保提供資産 

担保に供している資産は次の通りであります。 

財団を組成して担保に供している資産 建 物 及 び 構 築 物 261,420千円

 機械装置及び運搬具 47,776千円

 土 地 451,940千円

 計 761,136千円

その他担保に供している資産 建 物 及 び 構 築 物 48,678千円

 投 資 有 価 証 券 134,707千円

 土 地 344,990千円

 計 528,375千円

担保対応債務は次の通りであります。 

 短 期 借 入 金 120,000千円

 長 期 借 入 金 

(１年内返済予定分を含む)
88,924千円

 計 208,924千円

２．有形固定資産の減価償却累計額  2,645,358千円

３．受取手形割引高  67,181千円

 

連結損益計算書に関する注記 

１．当連結会計年度の固定資産売却益は、土地の売却によるものであります。 

２．当連結会計年度の負ののれん発生益は、連結子会社であるサハキット ウィサーン カンパ

ニー リミテッドの株式追加取得により発生したものであります。 

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の種類および総数 （普通株式） 36,733千株
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金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取り組み方針 

① 当社グループは、主に食品事業、マット事業の設備投資計画に照らし、銀行等金融機

関からの借入により必要な資金を調達しております。また、一時的な余資は安全性の

高い金融資産等で運用し、短期的な運転資金については銀行借入により調達しており

ます。 

② デリバティブ取引は内部管理規程に従い、投機的な取引は行わない方針であり、為替

変動リスクの軽減のため利用しております。 

(2) 金融商品の内容およびリスク並びにリスク管理体制 

① 営業債権である受取手形および売掛金は、取引先の信用リスクに晒されており、与信

管理規程に沿って回収および残高の管理を行い、リスク低減を図っております。 

② 投資有価証券は主として取引先企業との業務等に関連する長期保有目的の株式であ

り、市場価格の変動リスクに晒されており、毎月時価の状況を把握し、保有状況を見

直しております。 

③ 長期貸付金は取引先企業等の信用リスクに晒されており、内部管理規程に従い貸付、

回収および残高管理状況を経営会議に報告することとしております。 

④ 営業債務である支払手形および買掛金は全て１年以内の支払期日であります。また、

その一部には輸入に伴う外貨建てのものがあり為替の変動リスクに晒されており、リ

スク軽減のため相場の状況により先物為替予約取引を行っております。 

⑤ 借入金および社債は、主に短期のものは運転資金であり、長期のものは設備投資に必

要な資金調達を目的としたものであります。また、長期借入金の一部には財務制限条

項が付されております。 

⑥ リース債務は、主に設備投資に係る資金調達であります。 

⑦ デリバティブ取引は通常の営業過程における輸出入取引の為替相場の変動によるリ

スクを軽減するための先物為替予約取引（主に包括予約）であります。なお、ヘッジ

会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等に

ついては、前述の「会計処理基準に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会

計の方法」をご参照ください。 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が存在しない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り

込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することが

あります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成27年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれ

らの差額については、次の通りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認

められるものは次表に含めておりません（(注)２参照)。 

(単位：千円) 
 

 連結貸借対照表計上額 時  価 差  額 

(1) 現金及び預金 297,287 297,287 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 720,592 720,592 ― 

(3) 投資有価証券    

  その他有価証券 149,758 149,758 ― 

(4) 長期貸付金 
 (流動資産「その他」 

（１年内回収予定の 
貸付金）を含む） 

81,123 81,123 ― 

資 産 計 1,248,762 1,248,762 ― 

(1) 支払手形及び買掛金 500,459 500,459 ― 

(2) 短期借入金 120,000 120,000 ― 

(3) 社債 
  (１年内償還予定の 
  社債を含む) 

138,000 138,034 34 

(4) 長期借入金 
  (１年内返済予定の 
  長期借入金を含む) 

605,310 603,125 △2,184 

(5) リース債務 
  (１年内返済予定の 
  リース債務を含む) 

54,802 54,802 ― 

負 債 計 1,418,571 1,416,421 △2,149 
 

(注) １．金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

(3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(4) 長期貸付金 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。 
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負債 

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

(3) 社債、(4) 長期借入金および(5)リース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入、社債の発行、または、リース取

引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
(単位：千円) 

 
区  分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 9,393 

ミューチュアル・ファンド 261,708 
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価

証券」には含めておりません。 

 

賃貸等不動産に関する注記 

 当連結会計年度末における賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しておりま

す。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 33円75銭

１株当たり当期純利益 0円50銭

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当する事項はありません。 
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